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株式会社インバウンドテック

2026年6月29日

事業計画及び成長可能性に関する事項
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会社概要
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「Inbound」＋「Technology」

 Inbound Tech

「インバウンド」のニーズを

「テクノロジー」を使って支える会社になりたい

そんな願いを込めた社名です

＝

社名 株式会社インバウンドテック（Inbound Tech Inc.）

資本金および

資本準備金
554,037千円（2026年3月末日現在）

役員

設立 2015年4月1日（3月決算）

本社所在地 〒160-0022 東京都新宿区新宿1-8-1 大橋御苑駅ビル

従業員数 178名（契約社員、パート・アルバイト含む／2026年3月末日現在）

事業内容
マルチリンガルCRM事業

セールスアウトソーシング事業 

資格

労働者派遣事業（派13-312831）

プライバシーマーク認定事業者（第10862511（04）号）

情報セキュリティマネジメントシステム認証（JIS Q 27001:2014

（ISO/IEC 27001:2013））

代表取締役社長 下大薗 豊

取締役CFO 金子 将之

取締役 藤島 義琢

取締役（社外）砂川 伸幸

取締役（社外）箱守 豪

取締役（社外）馬渡 龍治

取締役（社外）田中 大貴

常勤監査役 石渡 恵梨香

監査役（社外）田口 幸男

監査役（社外）小尾 一介

監査役（社外）笠原 幹夫



©Inbound Tech INC. All rights reserved. 

沿革

当社（旧ブレインプレス株式会社）設立 多言語対応のコンタクトセンター事業を開始
2015年4月

クラウド人工知能を利用したAI通訳サービス開始
2018年2月

鹿児島県南さつま市にコンタクトセンターを開設
2018年8月

東京電力グループにおける電力切替勧奨業務を開始
2018年8月

株式会社OmniGridを子会社化
2021年11月

4

株式会社シー・ワイ・サポートを株式取得により子会社化
2021年4月

大阪市中央区に大型コンタクトセンターを開設
2021年4月

東京証券取引所マザーズ市場へ上場
2020年12月

テレビ電話型通訳サービス「スマイルコール」を事業譲受により取得
2022年9月

簡易株式交付により株式会社FWを子会社化
2026年6月

医師会及び健康保険組合の帳票作成代行事業を事業譲受により取得
2024年1月
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企業理念
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私たちが関わる全ての人に最上級の感動を提供し続けます

スタッフ全員で感動を創造する集団こそがインバウンドテックです
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事業系統図

クライアント

マルチリンガル
ＣＲＭ事業

セールス
アウト

ソーシング事業

エンドユーザー

提携
コール
センター
企業

営業

問合せ対応

連

携

ソリューションの
提供

ソリューションの
提供

業務委託・代金支払

業務委託・代金支払

業
務
委
託

代
金
支
払

委託先
企業

営
業

業
務
委
託

各種問合せ

営業機能を備えた24時間365日対応
多言語コンタクトセンター運営企業

連結子会社
・株式会社シー・ワイ・サポート

・株式会社OmniGrid
・株式会社FW

連携

ソリューションの
提供（OmniGrid）

業務委託・代金支払

営業
（シー・ワイ・サポート）

各種問合せ

ソリューションの
提供（FW）
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カスタマー

サポート

•２４時間３６５日

多言語対応

• ２４時間３６５日
１３言語

セールスアウト

ソーシング

• インフラマーケ
ティング

インバウンド・アウトバウンドの両軸対応し、24時間365日つながる
多言語コンタクトセンター

一体的提案

コールセンター機能（インバウンド）、セールス機

能（アウトバウンド）を備えているので、エンド

ユーザーに営業を行いつつ、営業成約後のサポート

までを一括で行うことなどが可能です。

言語の垣根を超え、通訳
に留まる事のない、コン
シェルジュ対応可能な
24時間365日13言語体
制のエンドユーザーサ
ポート

一人のオペレータが複数
業務を担当するシェアー
ドを基本とし、幅広い業
務対応と柔軟な価格体系
を提供。最短設置期間で
業務開始

コンプライアンス遵守に
よる営業体制を基礎とし、
通信、電気、ガスなどの
生活インフラにおける獲
得営業に強み

事業イメージ
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当社の収益構造

マルチリンガルCRM事業

セールスアウトソーシング事業

■マルチリンガルCRM事業
期間契約によるサブスクリプション収入が中心のビジネスモデルによる、
長期安定収益の創出

■セールスアウトソーシング事業
成功報酬型のビジネスモデルによる、フロー収益の創出

フロー収益によって足元の利益を確保しつつ、ストック収益を積み上
げることで環境に左右されない安定した持続的な成長を目指します

×

↓

セグメント別売上高の成長イメージ

8

現在の姿
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年間契約（固定料金＋従量課金）

長期契約によるストック収入が中心のビジネスモデル

9

マルチリンガルＣＲＭ事業

24時間365日対応の多言語コンタクトセンター を運営し、主に外国人と日本人のコミュニケーション問題

を解決する多言語・通訳ソリューションサービスを提供

AI通訳 多言語カスタマーサポート

事業概要

音声通訳 映像通訳

契
約
形
態
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多様なニーズに対応する柔軟な体制で、幅広い業種をターゲットにビジネスを展開

高速道路
管理会社

消防局

省庁

区役所

居酒屋
チェーン

レンタカー
サービス

アパレル
ブランド

飲食
チェーン

City
Wi-Fi

タクシー 民泊

アミューズ
メント
施設

◆ 公共インフラ ◆ 訪日外国人向け

不動産
チェーン

携帯電話
ショップ

電力会社

病院

◆ 在留外国人向け

専門学校

航空

クライアント

マルチリンガルＣＲＭ事業

通信
キャリア

地方
公共団体
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セールスアウトソーシング事業

クライアントに代わって、クライアントの見込み顧客に対して電話（アウトバウンド）や訪問による営業サービスを提供

インフラ系商材（電力、インターネット、電話回線等）を主要商材とし、ビジネスの初動である企画・提案段階からプロジェクトの

実行までを一括して請け負い、クライアントの課題をヒアリングし、それぞれの課題にあったソリューションを提案

拠点展開

全国対応の
拠点設置

組織組成

プロパー・外注を
組み合わせた

柔軟な人員編制

人材投入

教育された
高スキル人材

業務構築

クロージング
までのビジネス
スキーム構築

事業概要

基本契約＋成功報酬

人員×日数での売上がベースにあり、成功報酬を加えるビジネスモデル

契
約
形
態

クライアントの課題 当社のサービス ソリューション開発の提案

新規営業拠点
開設と人員の
アサイン

新規商材販売
の戦略立案・
販路開拓

アウトバウンド
営業チームの
立ち上げ
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当社は、持続的な成長と企業価値の向上のため、収益力を高めるとともに、経営の効率化を図
る観点から、営業利益率 を重要な経営指標として定めており、15％を目標としております

全社

業績推移

売上高推移 営業利益・営業利益率推移
（単位：百万円） （単位：百万円）

394

330

21

△ 153

12.0%

10.0%

0.8%

2023年

3月期

2024年

3月期

2025年

3月期

2026年

3月期

3,291 3,318 

2,544 

2,133 

2023年

3月期

2024年

3月期

2025年

3月期

2026年

3月期

2,600
（計画）

135
（計画）
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単位：百万円
2026年3月期

（実績）

2027年3月期

（予想）
増減率

売上高 2,133 6,300 195.4%

営業利益 △153 未定 －

営業利益率 － －

親会社株主に帰属する

当期純利益
△ 235 未定 －

13

2027年3月期 通期業績予想

・2027年3月期 連結業績及び配当予想について

2026年5月13日付適時開示「簡易株式交付による株式会社

FWの子会社化及び孫会社の異動に関するお知らせ」にてお

知らせしたとおり、株式会社FWを完全子会社とし、FWの

完全子会社である株式会社ウェブクルーを孫会社とする新

たなグループ体制の構築による経営を推進していく予定で

す。しかしながら、現時点においてはFWを連結した当社連

結業績の見通しを精査中であり、次期2027年3月期の連結

売上高を除いた連結業績予想値を算出することが困難であ

ることから、未定としております。

・公表時期について

連結業績予想の開示時期については上記の精査が完了した後に開示する予定であり、2026年11月中旬に開示を予定

している2027年3月期第2四半期（中間期）決算短信にて公表する予定です。
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P/Lサマリー（計画比・前期比）

・前年同期（2025年3月期）比、16.2％減収、175百万円の営業利益減での着地

・今期についてはマルチリンガルCRM事業における多言語分野に係る業務の受注及び入電数については、インバウンド需要増に伴
い順調に増加傾向が続いており、民間企業からの受託案件数についても安定的な増加が続いているものの、売上・利益の額が大きい
官公庁等の入札業務については、第４四半期以降の獲得については順調に受注が進んだものの、受注した業務の大半は2027年３月
期開始として期ずれしたことによって獲得計画との乖離が生じ、人件費の高騰などから原価の面では厳しい環境が続き、当初計画を
下回る推移となった。また、販管費における一時費用として、簡易株式交付による株式会社FWの子会社化の実行に当たり、外部ア
ドバイザー及び弁護士等の費用として75百万円を当期に計上しており、さらに貸倒引当金の繰入として15百万円などが一時費用と
して発生し、これにより、売上高においては前年比16.2%の減収、営業利益は175百万円減での着地となった。

単位：百万円 2026年3月期 2025年3月期
前年

差異
前年比

2026年3月期

（計画）

計画

差異
達成率

売上高 2,133 2,544 △ 411 -16.2% 2,600 △ 467 82.0%

売上原価 1,790 1,972 △ 182 -9.2% － － －

販管費 497 550 △ 53 -9.6% － － －

営業利益 △ 153 21 △ 175 － 135 △ 288 －

営業外損益 △ 40 △ 6 △ 34 － － － －

経常利益 △ 194 15 △ 209 － 105 △ 299 －

特別損益 0 △ 603 603 － － － －

税引前利益 △ 193 △ 587 394 － － － －

親会社株主に帰属する

当期純利益
△ 235 △ 414 179 － 60 △ 295 －
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244 
219 

68 
131 

31 

31 
23 

5 

186 
110 

2025年3月期 2026年3月期

1,011 
922 

573 

561 

198 

151 

191 

156 

2025年3月期 2026年3月期
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コスト分析

販管費 売上原価

・販管費は販促・採用等、人件費及びその他が減少した
一方、M&Aにより手数料が大きく増加。全体としては
9.7％の減少となった

・原価は主に売上減に伴う外注費が減少し、その他も全体
的に微減となり、全体として9.2％の減少となった

（単位：百万円） （単位：百万円）

その他

販促・採用等

家賃・光熱費

M&A、監査等手数料

人件費

その他

家賃・光熱費（原価部門）

人件費（原価部門）

外注費
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業績推移

セグメント別
単位：百万円 2026年3月期 2025年3月期

前期

差異
前期比

売上高 2,133 2,544 △ 411 -16.2%

マルチリンガルCRM事業 1,640 1,788 △ 148 -8.3%

セールスアウトソーシング事業 527 764 △ 237 -31.0%

セグメント利益

マルチリンガルCRM事業 181 302 △ 121 -40.1%

セールスアウトソーシング事業 116 122 △ 6 -4.9%

売上総利益 343 425 △ 82 -19.3%

売上総利益率 16.1% 16.7% － －

セグメント利益調整額 △ 451 △ 403 － －

営業利益 △ 153 21 △ 175 －

営業利益率 -7.2% 0.8% － －

・マルチリンガルCRM事業の売上高は前期比8.3％減、営業利益は前期比40.1％減

・セールスアウトソーシング事業の売上高は前期比31.0％減、営業利益は4.9％減

・競合の参入増や係る人件費の高騰による官公庁等の入札業務などが期末付近の受注の期ずれによって見込みを下回り、ヘルスケア
BPO事業に係る案件獲得が計画に至らず受注量が計画を下回る状況が通期で続いたことから全体的な売上減となり、拠点や人材の維
持に係る固定コストをカバーしきれずセグメント利益においても40.1％の減益となった。

・東京電力グループの顧客向け営業業務は予定に近い形で進捗したが、ソフトバンクモバイルにおける契約勧奨業務が期中で終了し、
新規案件の立ち上げでカバーできなかったことからセグメント売上高・利益共に計画を下回る推移となった。
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業績推移

総販売実績に対する割合が100分の10以上を占める取引先推移

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2025年3月期

2026年3月期

東京電力エナジーパートナー株式会社 ソフトバンク株式会社 その他

16.6％ 83.4％

・東京電力エナジーパートナー株式会社との取引が2025年3月期の18.2％から16.6％へ減少。また、ソフトバンク株式会社との取
引は2025年3月期の10.1％から10%以下への減少となったため、集計対象外となった。

18.2％ 71.7％10.1％



事業の特長と競争優位性

18



©Inbound Tech INC. All rights reserved. 19

24時間365日、12ヵ国語対応のインバウンドサポート体制

特長①

“営業機能を備えた24時間365日、多言語に対応したコンタクトセンター運営企業”については国内において企業規模の大小

に関わらず少なく、大きな差別化要因となっている

また、多言語サービスを事業ドメインに定めて積極的に展開する上場会社は現時点において存在しておらず、在留外国人や訪日外

国人（インバウンド）の言語コミュニケーションにフォーカスした不可欠なビジネスである
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特長①

競争優位性

◆ 高い品質と採算性

◆ 参入障壁が高いビジネス
多言語コンタクトセンターの運営は、一定の呼量（電話本数・通話時間）がないと収益化しないため参入障壁が高く、同業他社は

多言語対応について外注する傾向にある

“語学レベルの高い多言語オペレーターの雇用と育成 × 採算性が見合う案件の獲得 × コールセンター運営ノウハウ”により高い品質

と採算性を確保している

◆ 在留外国人向けを主力とした収益基盤
在留外国人向けのインフラサポート業務が多く、訪日外国人向けと比べて、新型コロナウイルス等の外部要因に左右されにくい安定し

た収益基盤を構築している
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マルチリンガルコールセンターにおけるシェアード体制（シェアードパッケージチーム）

1人のオペレーターが複数案件を担当する独自のシェアード体制
• 1人のオペレーターが複数案件を対応するため、問い合わせ対応特有の機動的な運用体制が可能

• 小規模で通常営業時間外の遠隔サポートにも対応できることからECや通販などのビジネスにも適応可能

シェアードパッケージチーム（SV・オペレーター）

OP1 OP2 OP3

小規模

案件A社

小規模

案件B社

小規模

案件C社

小規模

案件D社

小規模

案件E社

カスタマーセンター

月間300件

お客様センター

月間10件

問い合わせセンター

月間80件

クレームセンター

月間5件

1次受付センター

月間100件

統括マネージャー
QC（品質管理）

OP4業務SV

特長②
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クライアント

要件定義
通信環境整備

マニュアル   

作成

オペレーター

確保

オペレーター

教育
スタート

2週間（最短5営業日）で立ち上げ可能

オペレーション開始までの事例

通常他社が1ヶ月程度かかるところを、当社は社内決裁の簡

素化やシェアード体制のメリットを活かし、2週間程度（最短

5営業日）で業務を開始することが可能。大手自動車メー

カーのリコール専用窓口開設時は、立上げ業務の経験豊富

な人材を管理者に選定し、社内リソースをフル活用する事で

通常では難しい納期に対応

競争優位性

◆ 案件開始までの迅速なオペレーション

社内決裁を簡潔化し、社内での意思決定を早期にできる体制を構築。クライアントに緊急の案件が発生した場合でも、社内で蓄積して

いるノウハウを活かし、早期にコンタクトセンターを立ち上げることが可能

◆ シェアード体制を活かしたコストパフォーマンスの高い対応
通常、業務に応じて専用席を設ける対応が多いが、当社では1人のオペレーターが複数の案件を対応。よって、新規案件時のオペレーター

確保を短期間で行うことが可能

特長②
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KPI：Key Performance Indicatorsの略。当社では、「一人当り獲得数／日」や「後確認了承確率（申込受領後、内容に相違がないか別の

オペレータが確認し了承を受ける確率）」など複数の指標を常時管理しております。

さまざまなインフラ系商材に対応可能な営業ノウハウ

特長③

◆ アウトバウンドに特化した協力会社網

◆ インフラ系商材特有の営業ナレッジ
商品理解、販売シーンの想定コンサルティング、KPI（※）管理などインフラ系商材の販売に関する汎用的なナレッジを蓄積

業務委託、代理店、派遣などサービスとエンドユーザーにマッチした販売リソースの提供が可能

◆ 大手クライアント基準に準拠したコンプライアンス体制
大手クライアント基準に準拠した営業管理体制（法令順守、教育体制）を構築

※
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営業ナレッジの蓄積による販売力を武器に、市場ニーズの変化に応じた商材入替

過去5年間の販売商材別構成比

特長③

競争優位性

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

22年3月期

23年3月期

24年3月期

25年3月期

26年3月期

インターネット 通信 電力 その他
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コールセンター競合他社は日本語を主力言語とし、かつ複数業務を受注するBPO（※）型。一方、当社はマルチリンガルCRM

業務に特化し複数案件に対応するシェアード型と運営面で差別化

※ BPO：Business Process Outsourcingの略。自社の業務プロセスを外部企業に委託すること。

マルチリンガルＣＲＭ事業

シェアード型

（小・中規模クライアント）

BPO型

（大規模クライアント）

多言語

日本語

競合

コールセンター

ポジションマップ
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競合は電話で営業を行うコールセンター運営会社や訪問販売会社。競合他社は自社体制のため人的リソースの制約を受けるが、

当社は協力会社網（パートナーシップ）を活用することで柔軟な営業体制を構築

26

自社による

営業体制

パートナー

シップによる

営業体制

訪問営業

訪問系

販売会社

電話営業

ポジションマップ

セールスアウトソーシング事業

コールセンター系

販売会社



事業環境
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国内BPO市場全体の年平均成長率3.1％
2024年度～2029年度（予測）

コールセンターサービス市場規模推移・予測

国内コールセンター市場の年平均成長率△2.1％
2023年度～2027年度（予測）

出所：株式会社矢野経済研究所「国内BPO市場規模推移・予測（2025年）」、「コールセンター市場規模推移・予測（2025年）」より当社作成

国内BPO市場規模推移・予測

注1. 事業者売上高ベース
注2. 2024年度以降は予測値

注1. インバウンド・アウトバウンドの電話応対やWEB・FAX等の顧客対応業務を請け負うアウトソーシング事業者  
（コールセンターサービス提供事業者）の売上高ベースで算出

注2. 2025年度以降は予測値

（単位：億円）

2029年にBPO市場は5兆8千億円、コールセンター市場では1兆300億円市場となる見通し

マクロ市場規模は拡大が継続するも、コールセンター関連は微減傾向

BPO＆コールセンターの市場規模

（単位：億円）
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国内コールセンターサービス市場については、コロナ禍で続いてきた大型スポット案件（公共分野や官公庁案件）の規模縮小に伴い、市場は減少。国内経
済を取り巻く厳しい外部環境（生産年齢人口の減少、労働力不足、人件費高騰など）や、チャットやソーシャルメディア対応などの非コール業務が増加し
ていることを背景に、コールセンターのアウトソーシング需要は引き続き拡大している。
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（万人）

在留外国人の人口はコロナ禍により一時減少するも、2025年には過去最高を更新

2019年をピークにコロナ禍による減少が起きたものの、

2022年には増加に転じ、2025年は過去最高を更新する400万人を突破した

在留外国人の推移（総数）

出所：法務省「在留外国人の推移（総数）」より当社作成

在留外国人の推移

市場環境
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1,699 1,849 1,747 1,690 1,621 1,712 1,789 1,895 2,008 
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出国日本人数 訪日外国人旅行者数

30

訪日外国人数（インバウンド）と出国日本人数共に回復の兆し

インバウンドはコロナ禍で急減するも、2021年を底に急激に復調となり、2025年訪日外国人旅行者数は

過去最高を記録。今後も堅調に続伸が見込まれる

出所：観光庁「訪日外国人旅行者統計（日本政府観光局（JNTO）ホームページ）」より当社作成
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訪日外国人旅行者数・出国日本人数の推移
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成長戦略
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簡易株式交付による株式会社FWの子会社化及び

株式会社ウェブクルーの孫会社化1

成長戦略

株式会社FW

株式会社ウェブクルー

100%孫会社

当社

100%子会社

2026年6月、簡易株式交付の手続により、株式会社FWを完全子会社とし、
FWの完全子会社である株式会社ウェブクルーを孫会社とする新たなグループ体制を構築しました
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成長戦略

◆FW社（ウェブクルー）のビジネスについて

ウェブクルーは消費者が適正な金額を把握し、
適正な判断ができるためのサポートを目的に
「見えないものを 見えるように」「わかり
にくいものを わかりやすく」することを経
営理念とし、「どこよりもはやく どこより
もかんたんに「解決」できるサービスの提供
に挑み続ける」ことを経営ビジョンに掲げ、
定価のないサービスを比較できるプラット
フォームの運営を行う企業です。

同社では「保険」「引越し」「自動車」「シ
ニア」「通信制」など多様な分野で、提携サ
プライヤーが扱う商品・サービスとユーザー
（一般消費者）のニーズをマッチングし、最
適な選択につながる情報をユーザーへ提供す
るとともに、サプライヤーに対し見込顧客の
情報を提供しており、これまで2,200万人を
超えるユーザー利用によるデータベースを保
有しております。

運営Webサービス
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成長戦略

◆FW社のグループインがもたらす進化

当社の強み（リソース） 比較サイトの資産（獲得）

24時間365日の安定稼働体制

多言語コミュニケーション能力

シェアード方式の柔軟な人材配置

あらゆる商材を売る営業力

自社開発によるシステム構築力

膨大なエンドユーザー行動データ

BtoC向け顧客基盤

デジタルマーケティングノウハウ

1. データを生かした価値創出

膨大なユーザーデータと対応履歴を

統合。サービスを進化させます

2. グローバル展開加速

「多言語対応力」をサイトに実装し、

在留外国人・海外市場への基盤を構築

3. BtoC市場競争力獲得

消費者に直接価値を届けるチャネルを

獲得。BtoC展開の課題を解決します
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多言語・グローバル展開

多言語対応ノウハウを実装し、在留外国人

市場の開拓と海外展開を実現

サポート内製化と開発力強化

ユーザーサポートを自社で巻き取りコスト

削減ITインフラ強化

データ活用（C向け価値）

行動履歴と対応履歴を掛け合わせ、データ

駆動型のマーケティングを実行

サプライヤーへの提案とクロスセル

営業力を生かし、別商材提案で収益を最大化

BtoBシナジー:当社の営業部隊が比較サイトの提携サプライ

ヤーのサポート・商材の営業代行など、新たなアプローチを展

開

BtoCシナジー:見積利用ユーザーへ親和性の高い商材を同時に

提案することで、サイトのリード（見込み客）を、当社の営

業力で収益化します

サイトの「利用データ」と当社の「電話対応履歴」を統合・

分析により、「どのタイミングで、どのような顧客にアプ

ローチすれば成約するか」の精度を極限まで高めます。

ツールから「パーソナライズされたライフスタイル提案プラ

ットフォーム」へ進化を目指します

サイト利用者の問い合わせ対応を当社のコンタクトセンター

で内製化し、外注コスト削減を目指します。また、システム

開発チームとの連携により、両事業のシステム効率化やAI導入

が加速し、生産性の飛躍的な向上を目指します

「多言語対応ノウハウ」をプラットフォーム展開。増加する

在留外国人に対し、言語の壁がない比較サービスを提供する

ことで、新しい市場の開拓を目指します。

運用実績を足がかりに、中長期的には海外比較サイト市場へ

の進出を目指します

成長戦略

◆シナジー創出のイメージ
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◆インバウンド復活による多言語ニーズの深耕、国際的に注目されるグローバルイベントを見据えた営業の強化を推進

コンサルティング営業の強化・サービス品質の向上
在留外国人増加による多言語サービス需要の取り込み2

成長戦略

◆多言語関連サービスの開発推進

日本政府観光局(JNTO)の発表による、2026年5月度における単月の訪日外客数はおよそ356万人となり、2026年1-5月の累計ではおよそ

1,793万人が日本に訪れました。これは昨年の同期間における訪日外客数1,814万人に対しておよそ1.2％の減少となっておりますが、インバウ

ンドがコロナ禍以前を凌ぐ活況は継続しております。また、今後大阪IR開業や、直近では大規模なスポーツ大会や国際博覧会など、国際的に注

目されるイベントが控えており、これらのニーズに対応するべく積極的な人員の獲得及び拠点拡大を今後も推し進めてまいります。

訪日外国人の増加だけでなく、在留外国人も過去最高を更

新する勢いで増加が続いております。これに伴い、外国籍の労

働者も増加しており、国内の様々な分野において多言語対

応のニーズが高まっております。当社では様々な業界でサービ

ス提供を行う企業とのパートナーシップを推進し、多言語関連

サービスの拡充に努めると共に、より高品質で専門性の高いサ

ポートの実現を目指します。

※2025年6月30日開示「事業計画及び成長可能性に関する事項」P32の進捗になります。
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※人員数は正社員・契約社員・パート・業務委託・受入派遣の合計

37

成長戦略

人員の推移
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・多言語のプロジェクトにおいては入電推移は上昇トレンドを続けており、直近についても継続的に上昇。

・本集計はマルチリンガルCRM事業における多言語プロジェクトでの電話対応の入電を集計。テレビ通訳等の集計は含まれない。

成長戦略
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・本集計はマルチリンガルCRM事業における多言語プロジェクトでの電話対応の入電を集計。テレビ通訳等の集計は含まれない。

・言語別では2022年3月以降、英語の入電が顕著。直近では中国語も増加の傾向がみられる。タガログ語、ネパー
ル語などの言語においても徐々に増加の傾向がみられる。

成長戦略

マルチリンガルCRM事業における言語別月次入電推移
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ベトナム語 タイ語 ネパール語 フランス語 タガログ語 その他
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◆FW（ウェブクルー）とのアライアンスにおけるストック商材開発及び販売、AI事業のライセンス販売拡大によるストック強化

40

ストック商材の販売による継続的な収益基盤の確立3

成長戦略

FW（ウェブクルー）はユーザー向けに定価のない

サービスを比較できるプラットフォームの運営を行っ

ており、これまで2,200万人を超えるユーザー利用に

よるデータベースを保有しており、今後も更なる利用

者の拡大が見込まれます。当社グループでは今後利用

者へ当社のストック商材のクロスセルにより、継続的

な収益基盤の確立を目指します。

また、子会社OmniGridの開発による、多数の言語モ

デルに対応した生成AIサービスである「IBT BizTAP 

AI」の販売推進及びChatGPTリアルタイムAPI連携に

よる多言語音声AIチャットボットの開発など、AIを

活用し当社の事業領域である多言語事業のソリュー

ション拡大を進めております。

これらサービスについては、今後グループ直販だけで

なく、代理店網の構築や販売パートナーの開拓などに

より、より多くのユーザー利用を目指し、ストック収

益の積み上げを推進してまいります。

IBT BizTAP AI

※2025年6月30日開示「事業計画及び成長可能性に関する事項」P36の進捗になります。
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成長戦略

M&A ・新規事業の推進4
◆ 既存事業の成長のみならず、M&Aや新規事業による非連続的な成長についても積極的に挑戦

2026年3月期においては、セールスアウトソーシング事業におけるメインクライアントである東京電力エナジーパートナーとの取

引が連結売上高の10％を超える規模となっております。セールスアウトソーシング事業セグメントにおいては、この業務に加えて

新たなパイプライン立ち上げによる事業の拡大を目指しております。また、連結子会社であるシー・ワイ・サポートについては、引

き続き新電力の獲得案件を中心に取り組む体制となっており、契約獲得のみならず、利用者のサポート業務にも取り組み、セ

グメント収益の拡大を計画しております。

セールスアウトソーシング事業における
案件パイプラインの拡大5

◆ 新たなパイプラインの開拓

・ターゲット マルチリンガルCRM事業におけるシナジー創出を中心に、周辺領域に関する事業・商材についても柔軟に検討

・人材確保 即戦力となる人材の確保によって当社グループ競争力の拡大を目指します

※2025年6月30日開示「事業計画及び成長可能性に関する事項」P37の進捗になります。
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成長戦略に伴うシナジー

サポート

主要商材の深堀 周辺商材の発掘

サポート

シナジーに伴う収益拡大

セールスアウトソーシング事業

マルチリンガルCRM事業 セールスアウトソーシングで扱う商材は

生活に密着したインフラサービスであり、

マルチリンガルＣＲＭのエンドユーザーサポート業務との

収益拡大シナジーが見込まれる

また、今後在留外国人の増加に伴い、

サポートも多言語化が要求される為、

独自の強みのあるサービス展開が可能

※2025年6月30日開示「事業計画及び成長可能性に関する事項」P38の進捗になります。
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ビジョン

私たちが関わる全ての人に

最上級の感動を提供し続けます

・あるべき姿

・将来ありたい姿

経営指標

売上高
2025年3月期 2,544百万円（実績）
2026年3月期 2,155百万円（実績）
2027年3月期 6,300百万円（予想）

売上高営業利益率（営業利益）
2025年3月期 0.8％（21百万円）（実績）
2026年3月期 －％（△153百万円）（実績）
2027年3月期 精査中

アクション

プラン

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

コンサルティング営業の強化

サービス品質の向上

コンシューマー向けサービス展開の推進

インフラ関連商材の取り扱い拡大

ビッグデータの収集・分析・活用による新たな付

加価値の創造

小規模オフィス・店舗向けの営業活動の推進

グローバル展開の推進

対処すべき

課題

① 優秀な人材の確保

② 内部管理体制の強化

あるべき姿
（2027年3月期）

将来ありたい姿

アクションプラン⑥⑦が加わり
多言語コンタクトセンターを中心に
あらゆるカスタマーサービスに溶け込むグローバル企業へ

アクションプラン①～⑤推進により
国内の成長基盤の確立

インバウンドテックの目指す姿

IPO

43

インバウンドテックの目指す姿

プラン⑤について

これまで当社に集積された通話・
通訳の録音データは、新たな価値
の創造につながる重要な資産であ
ると認識しております。今後、 
「IBT BizTAP AI」における生成
AIのプロンプトエンジニアリングを活
用し、コンタクトセンター向けソ
リューションの開発、マーケティング
やコンサルティングへの応用、企業
へのデータ提供等、資産を活用し
たビジネス展開を検討しております。

プラン⑥について

当社プロダクトの生成AIサービス
「IBT BizTAP AI」を、代理店網
の構築や販売パートナーの開拓に
よって中小企業、小規模店舗など
に向けて販売を推進します。生成
AIと多言語対応による複合サービ
スの利便性、優位性を訴求すると
共に、ストックビジネスによる安定
的な収益基盤の拡大を目指して
まいります。

プラン⑦について

マルチリンガルＣＲＭ事業について
は、成長著しいアジア市場をはじ
めとする海外市場への展開を視野
に入れております。これまで中国の
コールセンター企業との提携による
業務対応の実績がありますが、今
後も多国籍企業や日本で事業展
開を行う外資系企業、総合商社
など海外展開に向けたパートナー
の開拓を進め、当社事業のグロー
バル化を推進してまいります。

課題①について
通年採用に積極的に取り組むだけでなく、臨時雇用
者の社員登用制度の整備、福利厚生の拡充、M＆
Aの推進などによりプロパー人員の増加を目指します。

課題②について
事業の複雑化に対応するべく、管理部門の人材採用
を進めております。2027年3月期中に1名の管理職
級社員の採用を目標としております。

現在の姿



リスク情報

44
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◆ インバウンド需要について

リスク情報（変動要因）

法律または規制の変更、社会・政治及び経済情勢の変化等により訪日外国人旅行者（イ

ンバウンド）数やインバウンド需要が伸びない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。

新たなマルチリンガルCRM事業に関する企画提案に注力するとともに、対応言語の拡大や業務対応

キャパシティの向上を行っております。

対 策

顕在化の
可能性・時期

中／不明

顕在化した
場合の影響

中

◆ クライアントの業況及び特定取引先への依存状況について

ＢtoＢtoＣの事業形態であることから、クライアントの業況や外注方針等によって業務受託量や受託価格が左

右される結果、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なかでも、東京電力グループ

は、2025年3月期の当社売上高比率は18.2％であり、 2026年3月期でも16.6％と、取引割合はトップで

あり、取扱商材・サービスの入替が計画通りに進まなかった場合や、他の受託会社における不祥事等の発生によ

り、行政処分またはクライアントの自主的判断によって営業活動が停止となった場合には、当社の財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

対 策
新規開拓及びサービスを提供するクライアントの業種を拡大し、特定の業界や景況に左右されない事業展開を図っておりま

す。東京電力グループについては取引関係を重視の上、新たな商材・サービスの取り扱いを推進してゆく方針です。

顕在化の
可能性・時期

低／不明

顕在化した
場合の影響

中
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※その他のリスク情報につきましては「有価証券報告書」をご覧ください。

◆ 競合会社について

当社グループは、広義のBPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）サービスを提供しております。マルチリンガル

CRMサービスにおいては大手の寡占化が進んでおり、各社付加価値を高めてサービスの質の向上を目指すと共

に、派生する事業への参入を進めるなど競合が進んでおります。BPOは大きな市場規模ではありますが、参入障

壁が低い点から大手からベンチャーまで多数の企業が参入しており、群雄割拠の状態が続いております。今後同

領域に新規参入が続き、当社グループが明確な競争優位を維持できなかった場合には、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

対 策
当社の得意分野である多言語サービスと日本語サポートに加え、ヘルスケアBPO、AIサービスなどを組み合わせることで、代

替しにくく付加価値の高いサービスを今後も推進してゆく方針です。

リスク情報（変動要因）

◆ 人材の確保及び雇用形態について

経済環境や雇用情勢の変化等により計画どおりの人員を確保することができなかった場合には、増加する業務

量に対応できずサービス品質の低下を招くなどクライアントの信用を喪失し、当社の財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。なお、コンタクトセンターにおけるオペレーションスタッフについては、契約社員、受

入派遣社員、パートタイムなど多様な雇用形態が存在しております。近年、これら非正規雇用に関する労働法

令が頻繁に改正されており、人材を安定的に確保していくうえで雇用形態や処遇を見直す必要が生じた場合に

は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

対 策
事業の中核となる専門知識やスキルを持った優秀な人材や、コンタクトセンターにおけるオペレーションスタッフ及びスーパー

バイザーの育成に加え、通年採用による求人及び、人事制度の改定、各種研修の実施、福利厚生の充実等により、人材

の確保及び定着率上昇に努めております。

顕在化の
可能性・時期

中／中長期

顕在化した
場合の影響

中

顕在化の
可能性・時期

中／不明

顕在化した
場合の影響

中
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• 本資料につきましては、投資家の皆様への情報提供のみを目的とし、あくまでも当社のご理解を
促進して頂くために作成したものであり、当社が発行する有価証券の投資を勧誘することを目的と
したものではありません。

• 本資料に記載した内容等は、資料作成時における当社の判断および仮定並びに当社が現在知
り得る情報に基づくものです。将来予想に関する記述には、当社の事業計画、市場規模、競合
状況、業界に関する情報及び成長余力等が含まれます。そのため、これらの将来予想に関する
記述は、様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の業績は将来に関する記述に明示または
黙示された予想とは大幅に異なる場合があります。

• 実際の業績がこれらの見通しとは異なる結果となるような影響を与えうる要素は、有価証券報告
書の「事業等のリスク」に掲載されています。ただし、業績に影響を与える要素はこれらに限定され
るものではありません。

• 当資料のアップデートは今後、2027年6月を目途として開示を行う予定です。

免責事項
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